
1．建設施工における排出ガス対策の推進

（1）建設施工における排出ガスのこれまでの取り

組み

自動車等からの排出ガスのうち，特に，窒素酸化物

（NOx）や粒子状物質（PM）については，それぞれ

呼吸困難や気管支炎等の健康に与える影響が懸念され

ており，2010 年までに環境基準の概ね達成を目標と

して更なる対策が求められている。建設機械は，台数

では自動車全体（約 7,900 万台）の 1.3 ％（約 100 万

台）であるにもかかわらず，建設機械から排出される

1 年間あたりの NOx 及び PMの総量は，自動車等の

移動排出源から排出される総量のうち，それぞれ

18.8 ％，9.6 ％を占めており，排出ガス対策の推進が

求められている。

これに対し，国土交通省では，建設機械の排出ガス

対策として，平成 3年度から，排出ガスに関する一定

の基準を満たした建設機械を指定する排出ガス対策型

建設機械指定制度を導入するとともに，国土交通省が

発注する工事に対して排出ガス対策型建設機械の使用

原則化の取り組み等を行ってきている。

更に，公道を走行する特殊自動車（以下「オンロー

ド特殊自動車」）について，平成 18 年 10 月から道路

運送車両法による排出ガス規制が強化されるのに合わ

せ，これまで未規制であった公道を走行しない建設機

械等における排出ガス対策を推進するために「特定特

殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（以下「オフ

ロード法」）が平成 18 年 4 月より施行され，本法律に基

づく排出ガス規制が平成 18 年 10 月から開始された。

（2）オフロード法の概要

オフロード法においては，規制開始日（平成 18 年

10 月 1 日以降で，燃料及びエンジンの出力帯毎に定

められた日）以降に製作されたオフロード特殊自動車

について，排出ガス基準に適合した基準適合表示等を

付された車両を使用することとされている。なお，規

制開始日前に製作されたオフロード特殊自動車につい

ては，今まで通り引き続き使用できる（図― 1）。

（a）オフロード法における特定特殊自動車の定義

オフロード法で定義する特定特殊自動車とは，公道

を走行しない自動車であって，①道路運送車両法で規

定される大型特殊自動車及び小型特殊自動車，②建設

機械抵当法で規定される建設機械に該当する自動車そ

の他の構造が特殊な自動車である（図― 2）。

（b）特定原動機の型式指定，特定特殊自動車の型

式届出等

特定原動機の製作者又は輸入者は，申請により特定

原動機技術基準に適合した特定原動機についてその型

式の指定を受けることができる。なお，道路運送車両

法に基づいて型式指定を受けている特定原動機は，オ

フロード法において型式指定を受けた特定原動機とみ

なす。

（c）特定特殊自動車の型式届出

オフロード特殊自動車の製作者及び輸入者は，型式

の指定を受けている特定原動機を搭載し，特定特殊自

動車技術基準に適合するものについて，その型式を届

け出ることができる。当該届出を行った事業者は，該

当するオフロード特殊自動車に基準適合表示を付すこ

とができる。
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また，一定台数以下の少数しか生産されないオフロ

ード特殊自動車（少数生産車）に対しては，排出ガス

基準が緩和されている。少数生産車の承認を受けたオ

フロード特殊自動車には，少数特例表示を付すことが

できる。

（d）特定特殊自動車の使用の制限

使用者に対しては基準適合表示又は少数特例表示が

付されたオフロード特殊自動車の使用が義務づけられ
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図― 1 オフロード特殊自動車に対する規制の枠組み概要

図― 2 オフロード法の対象となる機械



る。なお，規制開始日前に製作されたオフロード特殊

自動車については，今まで通り引き続き使用できると

ともに，継続生産車などについては，使用の制限の適

用除外となっている（図― 3）。

使用規制を担保する枠組みとして，オフロード特殊

自動車の使用場所等に立ち入り検査等を行い，適切な

整備が実施されていない等により技術基準に適合しな

い状態になったと認められるときは，使用者に対して

技術基準に適合させるために必要な整備命令を発する

ことができる。

（e）抑制指針

建設業を営む者で特定特殊自動車を使用する者は，

オフロード法に基づき平成 18 年 9 月に制定された

「建設業に係る特定特殊自動車排出ガスの排出の抑制

を図るための指針」（図― 4）に従い，排出ガスの排

出量を増加させないための燃料の使用や点検整備の実

施に取り組むこととされている。なお，使用規制開始

前に製作された特定特殊自動車（施行前製作車）や排

出ガス許容限度目標が設定されていないエンジン出力

が 19kW未満又は 560kW以上の特定特殊自動車につ

いても本指針の対象となる。

（3）第 3次排出ガス対策型建設機械指定制度

オフロード法の対象外となる機種についても排出ガ

ス対策を引き続き進めるため，可搬式建設機械（発動

発電機等）やエンジン出力が 19kW 未満の小型建設

機械を主な対象とした第 3次排出ガス対策型建設機械

指定制度を平成 18 年 3 月に創設し，排出ガス対策を
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図― 3 オフロード法における使用の制限及び特例

図― 4 建設業に係る特定特殊自動車排出ガスの排出の抑制を図るための指針の概要



進めていくこととしている。

（4）基準適合機械の普及促進に向けての金融・税

制面への支援措置

建設機械の排出ガス対策の実効性向上のためには，

基準適合車が円滑にかつ早期に普及するよう，支援措

置を講じる必要がある。このため，税制の特例措置

（特定特殊自動車に係る固定資産税の特例措置，中小

企業投資促進税制）や日本政策投資銀行，中小企業金

融公庫及び国民生活金融公庫による融資制度が認めら

れている（図― 5，図― 6）。

2．建設施工における地球温暖化対策の推進

（1）建設施工における地球温暖化対策のこれまで

の取り組み

地球温暖化問題とは，人間活動に伴う大気中の二酸

化炭素（CO2）やフロンなどの温室効果ガス濃度の増

加により，地球全体の地表および大気の温度が上昇す

ることで，集中豪雨などの異常気象が頻発し，生態系

に深刻な影響を及ぼすのみならず，伝染病や洪水被害

の増加を通じて人類の生存基盤をもおびやかす，地球

規模での対策が求められる喫緊の課題である。

平成 17 年 2 月の京都議定書（平成 9 年採択）の発

効に伴い，6％削減約束を確実に実現するために必要

な措置を定めるものとして，また平成 16 年に行った

地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しの成果とし

て，同大綱，地球温暖化防止行動計画等を引き継ぐ

「京都議定書目標達成計画」を策定し，平成 17 年 4 月

28 日に閣議決定されたところである。同計画におけ

る機器単位の対策・施策中の産業部門，省エネルギー

性能の高い機器・設備の導入促進の施策のひとつとし

て「低燃費型建設機械の使用を奨励し，公共工事にお

いて積極的に活用することにより低燃費型建設機械の

普及を促進する等，建設施工分野における省 CO2 化

を推進する。」ことが記載されている。

建設施工分野における二酸化炭素削減対策として，

施工効率の高い工法の採用によるエネルギー消費の低

減，高炉セメントなどの二酸化炭素排出量の少ない資

材の使用，もしくは資材の使用量そのものを削減する
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図― 5 税制の特例措置の概要

図― 6 融資制度の概要



ことが考えられる。そこで，設計計画を行う発注者側

技術者から施工時に施工計画を行う現場技術者を対象

とし，二酸化炭素の排出削減に資する工法，資材，建

設機械等の選定や二酸化炭素排出量の測定方法等を示

した「建設施工における地球温暖化対策の手引き」を

平成 15 年に策定するとともに（図― 7），建設機械に

直接関与する現場管理者及びオペレータ等に対して，

燃料消費を抑えた運転方法やアイドリングストップの

啓蒙などをまとめた「省エネ運転マニュアル」を作成

し，省エネ運転の普及促進を図っている。

（2）低燃費型建設機械の普及促進に関する取り組み

建設機械単体の低燃費化促進も，二酸化炭素の排出

抑制には欠かせない。建設機械の低燃費の評価に関し

ては，平成 16 年 5 月に（社）日本建設機械化協会が

定める業界規格 JCMASにおいて，建設機械の燃料消

費量を測定・評価するための測定方法「作業時燃費評

価標準」が定められた。本年度中に，試験測定の結果

を受けて JCMAS の改訂が行われる予定となってい

る。来年度以降 JCMASに基づき測定される作業燃費

のデータから基準値を策定し，基準をみたすものを低

燃費型建設機械として国が指定する制度を検討してい

る。指定された低燃費型建設機械は，国土交通省所管の

直轄工事において積極的な活用を図ることにより，低

燃費型建設機械の普及が促進するものと考えている。

また，低燃費型建設機械の取得に対する中小企業金

融公庫および国民生活金融公庫の融資制度について来

年度より開始される。これは省エネ対策が講じられた

建設機械を取得する際，基準金利より低利の融資を受

けられるものであり，低燃費型建設機械の円滑かつ早

期の普及に資するものと考えている。

3．おわりに

以上，建設機械の環境対策として，排出ガス対策及

び地球温暖化対策についての現在までの取り組みにつ

いて述べた。

「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」

の実効性向上のためには，使用者に対する普及啓発の

取り組みを進めることが重要と考えている。また，建

設機械の排出ガス対策，低騒音対策については従来か

らの直轄工事による使用原則化等の普及促進のための

施策により普及促進を図ってきており，今後，排出ガ

ス第 3次基準レベル及び低燃費型の建設機械に対する

直轄工事を中心とした普及促進策を講じていくことが

重要と考えている。

なお，建設機械の排出ガス対策に関しては，中央環

境審議会第八次答申において，「軽油を燃料とする特

殊自動車については，排気後処理装置の特殊自動車へ

の適用可能性を見極め，平成 22 年（2010 年）頃の達

成を目処とした新たな排出ガス許容限度目標の設定に

ついて検討」することとされており，今後，中央環境

審議会において試験方法・基準値の検討が進められる

予定である。 J C M A
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図― 7 「建設施工における地球温暖化対策の手引き」の概要
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